平成26年度第3回安曇野市子ども・子育て会議　会議概要
	１　審議会名　　平成26年度　第3回安曇野市子ども・子育て会議      
２　日　　時　　平成26年8月20日（水）　午後2時から午後5時まで
３　会　　場　　穂高健康支援センター　集団指導室                 
４　出 席 者　　古林委員、清水委員、吉田委員、長島委員、荒深委員、高井委員、松島委員

田中委員、木下委員、望月委員、丸山（屹）委員、依田委員、山下委員、
大浜委員   
５　市側出席者　飯沼福祉部長、髙橋健康推進課長補佐、小笠原社会教育担当係長、大澤学校教育課長補佐、藤澤学校教育係長、堀内子ども支援課長、竹田子ども支援課長補佐   

黒岩保育担当係長、浅川児童係長、丸山主査                               
６　公開・非公開の別　　　公開　　　　　　  
７　傍聴人　　3人　　　　記者　　１人　   　
８　会議概要作成年月日　　平成26年11月14日　

	協　　議　　事　　項　　等

	１　会議の概要
1． 開　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2． 前回欠委員への委嘱書交付　

３．自己紹介（前回欠席委員）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４．会長あいさつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５．会議事項

＊前回会議内容（会議概要等）の確認（説明：事務局）   　　　　　　　　　　

議案①子ども・子育て支援事業計画骨子(案)

地域１３事業（うち11事業）における量の見込み・確保内容

　   議案②新制度にかかる条例案について

　    議案③今後の審議内容及びスケジュール　

６．福祉部長あいさつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７．終　了
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
２　協議概要

（1） 開　会　（進行：子ども支援課長）
（2） 前回欠席委員への委嘱書交付　（１名：福祉部長より）
（3） 前回欠席委員からの自己紹介　（１名）

（4） 会長あいさつ

　　　　　　　前回は本当にボリュームのある審議であったにもかかわらず、委員の皆様熱心にご意見いただきまして、何か先が見えてきたような嬉しい第２回目であった。第３回目もたくさん課題があり、県への報告も含めて審議が続きますが宜しくお願いします。

　

〈以下、議事〉会長の進行にて

（5） 会議事項
　　　○会長　
それではこの後、第３回会議の協議事項に入る。

　　　　　前回同様に順番になっている、議事録の署名人をお引き受けいただきたい。順番で清水委員と松島委員にお願いしたい。（了承）。
　　　　　では、前回の会議内容の整理等も兼ねて、事務局から前回会議概要について説明を。

　　　○事務局　
前回会議内容の確認（会議概要について事務局より説明）

　　①事前に配布した第２回会議概要に沿って

　　　　※協議内容を一読

　　　

　○会長　
それでは、議案①子ども・子育て支援事業計画骨子（案）のうち、地域子ども・子育て支援事業における11事業についての「量の見込み」と「確保内容」について検討する。事業ごとに担当者による説明を受け、質疑応答及び採決の時間をとっていきたい。

では、資料１の「１．妊婦健康診査事業」「２.乳児家庭全戸訪問事業」について担当部署から説明を。

　　　　

○事務局　
議案①　子ども・子育て支援事業計画骨子（案）
「１.妊婦健康診査事業」「２.乳児家庭全戸訪問事業」（説明：事務局）別紙資料１参照
　　　
○会長：質疑応答の提案　

　担当部局から説明のあった、議案①子ども・子育て支援事業計画骨子（案）「１.妊婦健康診査事業」「２.乳児家庭全戸訪問事業」について、ご質問・ご意見等あれば挙手を。なお、ご発言の際は最初にお名前を。　

○Ａ委員　

１歳までの母親というのは、夜中の授乳もあり、充分な睡眠がとれず寝不足ぎみで不安定ということがある。そこを周囲の人達でサポートすることによって、より子どもたちがよく育つということがある。ぜひ力を入れて取り組むことを望んでいる。

　また、生まれて数か月というと家の中で過ごすことが多いと思うが、ある程度戸外にも出られる時期になったら親子で外に出ることで、母親もゆったりと子どもに関われると思う。正しい生活習慣の習得を促す際に、食事のことだけでなく、子どもたちがどういう環境で過ごすのが良いか、子どもたちがいずれ大きくなったら自然と触れ合って過ごすことが子どもたちの成長に必要だということも加えて、市として働きかけていっていただけるといいと思うので、検討していただきたい。

○会長　
とても参考になるご意見でしたので伝えていきたい。

他にご質問がありましたら挙手を。

　

○会長　採決

それでは、「量の見込み」及び「確保内容」の数値について、採決したい。
　■「１．妊婦健康診査」　→　事務局案を採用

　■「２．乳児家庭全戸訪問事業」　→　　事務局案を採用
なお、さきほどの委員からの意見もあったように、市の子育て環境にも配慮した施策を進めていただくこととしたい。
○会長　
次に、資料１の11の事業の中の３・４・５の事業について担当部署から説明を。

○事務局　

「３.利用者支援事業」
「４.養育支援訪問事業その他要支援児童要保護児童の支援に資する事業」
「５.子育て短期支援（ショートステイ）事業」（説明：事務局）

　　　　
○会長　質疑応答の提案
担当部局から説明のあった、議案①子ども・子育て支援事業計画骨子（案）のうち、

３～５について、ご質問・ご意見等あれば挙手を。

○Ｂ委員　
「３.利用者支援事業」について、保護者の身近な場所での情報提供・助言等は現在も保育園ではやっている。全保育所でどの程度の利用が見込まれるのかわからないが、相談内容が多岐にわたり、また深い内容である場合、保育所としてどのような方法でやっていくのか分からないので検討していただきたい。
→事務局　

今の段階でも各施設、いろんな相談を受け付けており、保育所の中で解決できることとそれ以外のことも当然あると思う。行政サービス一般のことも説明するとともに、相談があがってみなければ分からない部分ではあるが、主に市としてはこの部分をお願いしますというところも児童係として事前に提示をさせていただく。また、個々のケースがいろいろあると思うので、これ以上は各施設の中では難しいということがあったら、今後の研修や連絡会を含め検討していくやり方はいかがか。

○会長　

既存の人材とか、また新しく人材をという観点からご意見があるか。
→事務局　

３の算出根拠のところだが、事業所保育、小規模保育利用者支援事業に入っていないことを話したが、その点はいかがか。安曇野市にある施設と考えれば、事業所、民間の保育施設にも、こういった利用者支援事業のお願いをしていくほうがいいのか、どうなのかをご意見をいただきたい。

○Ｃ委員　

利用する側からすれば、幅広くアナウンスしていただければありがたいと思うので、市で施設も含めて情報提供していただければありがたい。

「３.利用者支援事業」の中で、新制度における対象者に「子どもの保護者（主に就学前の子ども）」とあるが、就学前という意味は、学校に入学前ということか。就学前ではなくて就園前、もう少し小さい方をもっている親御さん向けに情報提供していただければよりいいのではないか。
→事務局　

情報提供や広報という点で補足説明したい。市では現在、０～18歳までの子育ての支援内容等を掲載した「子育て支援ガイドブック」を発行している。ただ配布するだけではなく、言葉で伝えていかなければ、自由に見てくださいというわけにはいかない。就学前に限らず、就園前のお子さんについても市民の皆さまに同じ情報がいくように、このガイドブックのよりよい広報については、また課内で検討したい。

○Ｄ委員　

「３.利用者支援事業」について、公立幼稚園では子育て相談日を月１回行っている。悩みをもつ保護者、時にはうつ病傾にある保護者もおり、相談を月１回行っている。それは園長・主任・養護教諭の３人がローテーションを組んで対応している。保育所に入所する前の子どもの利用者支援の部分でお話があったが、そこの部分はすごく大切なことだと感じている。幼稚園や保育所に入る前の保護者への対応も厚くしていかなければいけないと感じている。

○Ｅ委員　

「５.子育て短期支援（ショートステイ）事業」について。事務局案で67というのは過去５年間の利用頻度だろうか。この案を見ると21・22年度は極端に少なくてその後たぶん制度の認知が高まったということで考えれば、この３年間の平均値とは全然違う数になっていると思うが、「67」という数を確保内容として数字を出す意味は何か。
→事務局
利用にあたっては、事前に保護者と十分に話をし、条件を満たす「支援を必要とする家庭」と判断された場合は、すべて申請をお受けしている。

「量の見込み」を算出するために、何かしらの根拠数値を出していかなければならないので、過去５年間の実績から平均値をとった。Ｅ委員のおっしゃるとおりに23年以降非常に数字が増えているが、この２年間に関しては特殊事情があり、３桁の数字になっている。通常は年間２桁の利用で、今のところ（26年８月）の利用は24日である。
また、今の制度自体が周知された場合に利用規模が増えるのではという点について述
べたい。基本的に、この事業は「利用しない状態によって児童が虐待を受けてしまう可能
性がある家庭、または一時期養育が本当に困難な家庭」についてのみの対象事業になって
くる。保護者の方が「買物などで子どもを看られないので気軽に預けてみましょう」とい
うような事業ではない。したがって、現状の「67」という数字も、実際はそれより若干少
ない利用数になるであろうと考えている。

○Ｅ委員　
次の質問。「４.養育支援訪問事業その他要支援児童要保護児童の支援に資する事業」の施策の方法で母子保健事業において、特に支援が必要であると判断した家庭となっているが、母子保健事業というのはどのような事業か。
→事務局
「２.乳児家庭全戸訪問事業」において、４か月までのお子さんがいる家庭に初めて訪問を実施する。その際、助産師・保健師がお子さんの様子を見て「毎回様子を見たほうがよい。要支援家庭」という判断をした家庭について、再び訪問する件数という解釈でお願いしたい。

○会長　

それでは３・４・５の事業について他にご質問・ご意見があれば。

○Ｆ委員　
３のところに戻ってしまうが、主に就園前の子どもということで保育所・幼稚園・児童館の中での相談事業ということだが、保育所も児童館もすべて市の子どもが対象と考えてよいのか。保育所地域以外の方もいて、未就園の子どもたちの事業はすべて請け負うという事業の中で相談を受けているが、幼稚園、保育所に在籍している子どもたちが中心になってしまうかもしれないが、そうではないということを発信してほしい。
②の助言業務にあたる職員との情報交換だが、近年、相談内容が非常に複雑な場合が多いと感じる。１回の相談ではなく継続相談が必要。母親の想いに近づきながら支援していく、という支援の具体的なところをもう少し分かりやすく知りたいと思う。
今後はその方向性を含めて職員の情報交換、研修、ネットワークなども大事なことだと思う。
→事務局
この計画を期に、どのような方法が一番いいのかを常に検討していきたい。
各主管課と各施設で相談や助言の業務を行っていると思うが、それぞれどういうところに、どういうことを行えばよいのか。先ほど「子育て相談日」を設けているという事を委員から紹介いただいたが、それ以外にもどんなものを各園・施設で行っているか、どんな点が課題かという現場の声を聞き、市として「利用者支援事業」の中で情報提供したり、役割分担すること等、現場の意見を適用しながら課内で検討し紹介していけたらと思う。
また、安曇野市に住所があり、他の市町村の施設を利用されている方々にどのような形で周知をすればよいか、という点についても課内で十分検討し、漏れのないように情報提供をさせていただくことが必要だと思っている。
○Ｇ委員　
今の利用者支援事業について、教育・保育施設とあるが中間層の小学校あたりの保護者は入らずに、あくまでも就学前、特に就園前を厚くしてくださいということもあったが、そこの事業に特化するということか。小学校とか中学生とかは利用者支援事業には入らないのか。

→事務局
今回の子ども・子育て新制度自体が、基本的には０歳から18歳の児童だが、その中でも０歳から５歳児までのことを特化して細かく決めていくという事業。新制度における事業内容の教育・保育施設の中の教育とは幼児期における学校教育なので基本的には幼稚園のことを指しているという解釈でお願いしたい。
通常、教育というと学校教育というイメージがあるが、ここでの教育は幼児期、０歳から５歳における学校教育、つまり幼稚園の子どもとするので、この事業に関しては就学前の子どもに限定しているが、おっしゃるとおり学校教育はそこで関係性が切れてしまうというのも課題。

補足だが、就学したお子さんについては、現在の教育委員会でスクールカウンセラーをおいて相談事業を行っているはず。そちらに繋いでいく、もしくは紹介する。児童・生徒相談指導事業というのがある。子ども・子育て支援事業計画については、一旦０～５歳の就学前の子どもを主とし、それ以降の年齢期のお子さんについては、必要に応じて関係機関へ繋ぐというような庁内の連携にも関わってくる。この点については切れ目のないように、相談に行く場所がなくなってしまうことがないよう、それぞれの担当部局とも連携を深めていきたいと考えている。
○Ｈ委員　
利用者支援事業で市内の幼稚園、保育所、児童館を合わせた30施設に認可外保育所を加えるかどうかという話もあったが、逆に各種最新情報を取りまとめて提供する。その中に認可外保育所の情報等も入るか。

→事務局　
最終的な決断に関しては検討だが、当然安曇野市のお子さんなので、含まれるというふうに今のところは判断をしている。保育所によって違うことがないように、という事が前提なので、当然入っていくと思う。

○会長　採決

では、３・４・５について採決に入りたいが、３・４・５の業務の「量の見込み」「確保内容」の数値について事務局案を採用ということでよいか。

■「３.利用者支援事業」について　→　事務局案を採用

　■「４.養育支援訪問事業その他要支援児童要保護児童の支援に資する事業」について

　　　　　→　事務局案を採用

　■「５.子育て短期支援（ショートステイ）事業」について　→　事務局案を採用

　　　　　
○会長　

では、「６.地域子育て支援拠点事業」「７.放課後児童クラブ」「８.ファミリー・サポート・センター事業」の事業について説明を。

○事務局　

「６.地域子育て支援拠点事業」
「７.放課後児童クラブ」
「８.ファミリー・サポート・センター事業」（説明：事務局）　　
　　　　
○会長　質疑応答の提案　
上記３事業について、何かご質問・ご意見等があれば挙手を。

○Ⅰ委員　
「７.放課後児童クラブ」について。事務局案では５年目に向けて数値が減っているが、国の施策は母親の就労を推進する方向になっているため、少子化にはなるが共働き家庭が今後益々増えてくるということで、数字はあまり減らないのではと思っている。今後６年生までみると、数字的には長期も増えてきて、今でさえも地域の保育所・幼稚園・児童館に行けず他の児童館に行ったり、社協独自で一つ施設を設けてやっている。夏休みなどは正直芋洗い状態なので、施設の確保をきちんとしてから放課後児童クラブの対応をやっていっていただきたい。
→事務局　
この点については、児童館・児童クラブ運営委員会というものがあり、そちらでも課題になっており、国の課題でもある。今の安曇野市のクラブ定員は530。社協に委託してお願いしており、今後安曇野市としては、新しく増設ということは考えにくい。教育委員会等の話の中では、できれば学校施設をお願いしたいという話も出ている。数値の点については、現実的にこのまま減っていくが児童クラブの希望者、登録者数は増えていくというのが今までの傾向だった。実績値・事務局案ともにその数値が入っているが、これについては現状維持くらいで推移していくと考えられるので、若干補正をしたと思うが、それに見合った確保ができるかというと、今の状況ではできないので、教室の利用等を考えながら調整をしたいと思う。今は調整ができていないのが現状。

○Ｊ委員　
今年の夏休み、子どもたちを訪ねて一緒に遊んで、子どもたちと一緒に時間を過ごすということを体験的にやってみた。元気に遊ぶ子どもたちのエネルギーの中に秘められた内側にある淋しさ、我慢、何か分からぬものが感じ取れた。夏休みは地域に、家庭に返る時間なので、それに代わる代弁ができるような状況を備えた施設と人の確保というものをお願いしたい。元気がいいけれどもこの元気は何なのだろう？と、逆に不思議に思った部分もあった。人が足りない、人との接点があって癒されたり、励まされたり、また、一人の時間があってもいいのではないか。常に集団で動くのではなくてとか、そういったものを含めた時間を何かの場で検討いただけたらと思う。

○Ｋ委員　
「７.放課後児童クラブ」について、私は子どもの気持ちというところで話をしたいと思う。行政のほうで６年生まで枠を広げるというような形ではなくて、子どもの気持ちを大事にしていただきたいと思う。実際問題、学校へ来て児童クラブに入っている子どもたちは児童クラブへ帰っていく。そこで遊び、親からは「宿題をそこで済ませてきなさいよ」、というようなことを言われ、家へ帰ると親子の会話もなく、寝てしまう状態が続く。学校は週休２日で過ごしているが、児童クラブは土曜日も開設して子どもを預かっている。外のほうへ外のほうへという形で子どもたちが出て行ってしまっている。家族と触れ合う時間については少なくなってしまうというような形が繰り返されている。夏休み中の児童館の様子について話をしていただいたが、実際子どもたちの声を聞くと人数が少ない土曜日のほうがいいとも、子どもたちの声の中から聞くことができる。行政的に進められていく半面、子どもたちの声を聞く。それから家庭での触れ合いが確保されるような事業というものを考えていただきたいと思う。

○Ｌ委員　
自身は児童館で厚生員をしたり、児童養護施設でも働いた経験から感じたものをお話ししたい。放課後児童クラブには健全な育成を図る事業となっているが、実質的には子育て支援の意味合いがかなり強くなっているのではないかと感じている。他の小学校の入学説明会のときに、児童クラブの説明が付随であったときに、保護者代表の方から夏休みの宿題もやってくれる、プールにも連れて行ってくれる、思い出も全部そこでつくってくれる、すごく助かるというお母さんがいたが、とても疑問。もちろん忙しい家庭を支援していかなくてはということがあると思うが、子どもはそれで本当にいいのか。子育て支援の反対側に健全な育成、子どもの心のことも考えてこの事業を進めて、13事業をそんな視点も入れて進めていただけたらと思う。

→事務局　
今のお話の通りと思う。お子さんを預かって安全にお返しするという役割でこの事業をやっているが、近年いろんなトラブルも発生しており、特に親御さんから、「安全に預かってほしい」という要望が非常に強い。もちろん「預かる」というのは必要なことだが、子どもの危機回避能力とか、自分で見極める力だとか、そういったものをどうやって作り上げるのか、これは児童クラブだけの問題ではなくて、学校もそれ以前の保育所、幼稚園での取組みも必要ではないかと思う。友だちを信頼して繋がりの中で自分の身を守っていくとか、いろんな考え方があると思う。そういう中で選択をしていきたいということで、今回、この事業の中では、全体量を掴むという意味合いが非常に大きいので、あげているが、もしかしたらこれにプラスして子どもたちが、子どもたち同士遊ぶ環境をどうやって作ったらいいのか、そこを見ていかなければいけないと思っている。児童館、児童クラブ運営委員会の中でも申し上げたが、量的に確保しろということになれば学校施設を十分に使ってやるという方法もある。国が6/30に出した方針では、児童クラブの実施、新たに実施する８割は学校施設を使う。今現在、全体の中で50％が学校施設を使って実施をしている。こういう中で国の方針はできるだけ新しく建てるというよりは、今ある施設を十分に使っていくという方針も出ている。これだけが方法ではないが、それも含めながら子どもの居場所という視点で考えていきたいと思う。

○会長　採決

では、６・７・８について「量の見込み」及び「確保内容」の数値について事務局案を採用ということと、丁寧な文言をつけていただくということでよいか。　　　　
■「６.地域子育て支援拠点事業」について」について　→　事務局案を採用

■「７.放課後児童クラブ」について　→　子どもを中心としたものを付け加え検討
■「８.ファミリー・サポート・センター事業」について　→　事務局案を採用

○会長　

ここで、10分間休憩をとりたいと思う。
○会長　

それでは会議を再開する。

議案①子ども・子育て支援事業計画骨子（案）「９.延長保育事業」「10.一時預かり事業」「11.病児・病後児保育事業」の事業について、ご説明をお願いしたい。

○事務局　

「９.延長保育事業」
「10.一時預かり事業」
「11.病児・病後児保育事業」（説明：事務局）

　　　　
○会長　質疑応答の提案　

ただいまご説明のあった３事業について、ご質問・ご意見等あれば挙手を。

○Ｍ委員　
「11.病児・病後児保育事業」の「施策の方向」について、ファミリー・サポート・センターを通して負担を軽減し促進されるように財政支援等を検討するとある。ここに意見したい。

ファミリー・サポート・センターは、住民同士のあくまでも支え合いの事業。財政支援というのはどういうふうにされるのか分からない。あくまでも一住民で、専門家ではない。社協の養成講座で熱い想いをもった「協力会員」が受けていただいているもの。その人たちの熱い想いで成り立っている事業で、病児・病後児についても、例えば病気がうつってしまっても「仕方がない」という温かい思いの中で引き受けてくださっている。
よって、今回の事業は「看護師が一時的にという専門職ありきの事業内容」になっているので、ファミリー・サポート・センターと病児・病後児保育事業とは切り離して考えていただいたほうがいいのではないかと思う。

→事務局　
おっしゃる通りかと思う。当面すぐに専用施設、専用スペースを設けてこの事業を安曇野市として実施できる状態にない。ではこのニーズはどうするのかというところが問題になっていくと思う。ファミリー・サポート・センターという制度の利用を促進させていくというふうに考えた。例えば保育所を利用している方が、病児・病後児がファミリー・サポート・センターを利用した場合には、その人にとってはさらに負担が増えてしまう。松本市だと保育所に行っている方は病児については無料でやっていたりとかということもあるので、その部分での本人負担の軽減ということは一つ考えられるのではないかということ。

○Ｍ委員　
利用の軽減というよりも、一番は依頼会員が受けてくれるか、くれないかが問題である。依頼会員たちは報酬でやっているのではない。協力会員の皆さんのお陰でみんな受けていただいて100％託児をお受けしている状態だが、それこそ病児・病後児というのは協力会員にとってリスクの大きい問題。
利用促進とか財政支援といっても、なかなか受け入れられない。早く他のいい方法を考えてもらえればと思う。

→事務局　
預かっていただく方に財政支援を直接来てやってくださいということではなくて、利用される方の負担軽減ができればということで考えているが。

○Ｍ委員　
ぜひ、協力会員で預かる人の気持ちを大事にしてもらいたいと思っている。
病気になれば保護者が看るのが子どもにとっても一番。だけど、「働いているから病気の子どもをなかなか病院にも連れていけない」というのは反対であるが、「どうしても」という時にファミ・サポでは受けている。それも協力会員あってこそ。協力会員の意志がファミ・サポの中にはあるので、ぜひ尊重していただきたい。価格のみに注目し、ファミ・サポに頼み、どんどん利用をしていってほしいという施策だけは、ぜひ避けていただきたい。
→事務局　
この関係については、先日テレビで報道があったように、民間の会社が間に入るという形で進められている。そういう中ではいきなり顔の見えないというか、ネットワークで、「私これで困っているのですが、誰か助けてもらえないですか」というのを、ある程度顔の見える範囲というかつながりのある範囲で登録をし、困っている場合に手を挙げる、それに応える人がいる、それを仲立ちする会社が今けっこう元気にやっているよ、というような報道内容もあった。本当に入院が必要であれば当然入院となるであろう。そうでなく、「働いており、どうしてもこの時間帯は面倒がみられない。もう少し保育園で助けて」「ハイ助けてあげるよ」と。おそらくそういうのが理想形、そういった形もあろうかと思うし、実際に社協の中で間に入って携わっていただける中では、現実の、現状の想いを語っていただいたことだと思う。
こういったシステムがこれからどうあるべきか、地域がどう関わるかということも含めて考えていくべき内容だと思う。大変参考になるご意見をいただいた。
○Ｎ委員　
先ほどの委員から預かってくださる側の気持ちを伺ったが、預ける側としても病気の子どもはできれば自分で看たいが、どうしても看られない時、言い方に語弊があるが、他人に預けたくない、まして病気の時は、という気持ちもきっとある方も多いと思う。
病気の時は専用施設に預けたいという気持ちの保護者の方が多いので、どちらか選べるのであれば専用施設を選ぶ方が多いのが現状ではないかと思う。病院とか市直営の専用施設への実施を前提として移行期間の間、預け先のない間ファミ・サポさんの協力を仰ぎながら移行していくという方向がよいのではないかと思った。

○Ｏ委員　
「９.延長保育事業」の中で、安曇野市次世代支援行動計画では土曜保育をうたっているが、ここでは土曜保育が入っていない。土曜保育の位置づけは、今後はどのようになるのか。

→事務局　
市では別に各関係課・部局でやっている子育て支援事業、またこの事業とは別なものがあるので、その他の事業というところで次世代へ引きずるもの、それから廃止するもの等を検討いただくことを考えている。

先ほどの病児・病後児の関係は、市では今まで実施をしてこなかった。医療機関等の理解もなかなか得られずにここまできている。
一方、先ほどから出ているファミリー・サポート事業では病児・病後児の扱いを実施していただいている。実際保育所に行っているお子さんでもそちらに預けている方もいると伺っている。昨年度、社協と児童係で話をした中で、途中でとん挫した部分もあるが、どんな方向で考えていくかということでお話をさせていただいた。結論は出ていないが、ファミ・サポというのは会員として登録していただいて、事前にコーディネートして行き合ってからお預かりをするという事業になっている。しかも、今おっしゃるように相互援助活動なので、預かってくれる、預かりたいという人の気持ちも大変重要になってくる。
では、保育所にいっているお子さんを全員登録するのかという話とか、どうやって先にコーディネートしていくのか、という話が出てきたときに、そこで中断というか壁にぶち当たった。病児・病後児といっても、基本今の状況ではそういった施設ではないので、病児はたぶんファミ・サポでは無理だろうと。やっても病後児、病後である程度の静養期間が必要かなというところは何とかなるという話も下りてきていた。なので、専用施設、病院等の理解を得てそういうところでできるまでの移行期間というお話もあったが、どんな形であれ、事業を実施していかなければいけないと考えている。

○Ｐ委員　
ファミリー・サポートと病児・病後児についてだが、風邪をひいた、インフルエンザだけれども家では看られないという時も、この事業のところで、看てもらいたいということになると、施設の方が別なところでみられるというそういう事業を想定されているのか。例えば子どもがインフルエンザにかかってしまったと、でも家庭では誰もみる人がいないということになると、学童あたりでは専門の人が別室で危険を冒してみているというようなことがあるのか。

○Ｑ委員　
ファミリー・サポート事業は、子どもを預かってもいいよという人と、預けたいという人が登録していただき、預けたい人の事情により、事務局は預かってもいいよという人を見つけてそれをマッチングする事業。
病児・病後児の部分では、実際にインフルエンザの子を預かって、本人がインフルエンザになってしまったという例もある。それだけリスクを冒してでも看てあげるという想いがある事業。学童クラブは、学校で学級閉鎖になったところは児童クラブには来てはいけないという決まりになっているが、児童クラブではそういうのはいない。
ファミリー・サポート・センターはリスクが大きいといったのは、病児の子でも母親の依頼があれば、それをみてくれる方がいるか聞いて、「いいですよ」と言ってくれる方がいる。そういう方たちに甘えながらお母さんをサポートしている状態。そんなリスクを冒してまで受けてくれる協力会員の方がいるかというとそんなに多くはない。32時間の協力会員要請講座を受けていただくが、その中には、病児にどのように接したらいいかもある。普通の主婦の方とか、子育て中のお母さんたちが手を挙げてきて、預かってもいいよという人たちなので、看護師免許とかを持っているわけではない。助け合うような事業がファミリー・サポート事業。利用が促進されるようにとか、少し預けるほうの負担を…。緊急の協力会員がもらえる金額が１時間800円。この金額で病児の子を預かるのは本当に安い。協力会員には申し訳ないような金額だと思う。この800円を市で補助してもファミリー・サポートへ預けるとなるときっとそれに準じて今よりもっとたくさんの人が預けたいと思うようになる可能性があると思う。実際に私たちがマッチングしている場面とか、協力会員の優しさとかをみているので、そういう制度でいいのか。気持ちでやっているファミリー・サポートの協力会員に甘えていいのか。

○Ｒ委員　
学校の立場からすると、集団感染が発生した時は、児童クラブと連絡をとりながら対処をしているが、預ける側と預けられる側の善意で成り立っているファミリー・サポートの話を聞いたが、こういう制度があるのだからインフルエンザの子を預かってほしいと、上から目線で押し付けられる方も出てくるのではないか。実際、自分の子どもがインフルエンザになってしまったとか、親とのスキンシップがなくて後ろから飛びつかれてムチ打ち症になってしまったとか、という方の例も聞くので慎重にすすめていただきたい。

→事務局　
病児・病後児保育だが、基本は保育所等に特別な部屋があって、そこにある程度の医療経験者、看護師等を雇って病気になった子ども、もしくは病後児の子どもをそこに集めてそこで保育する事業になる。

市では保育所の一室をそのように改造できるかというと、各保育所で造ることはまず不可能で、そこに配置する看護師等を雇うことも今のところできてない状況。そういうところで預かってほしいというのが病児・病後児保育事業。
預かり方として、Ａ市のようにＢ病院とＣ病院にある保育施設へ子どもを連れていって、Ａ市の保育所に通っている子どもであればそこで預かるという事業が現在もある。病児といっても、例えばインフルエンザのような感染性の非常に高いものについては制限されると思う。すべての病気に対して預かれる制度には、保健衛生の立場からもたぶん無理ではないかと考えている。現実的な話でインフルエンザの場合に、預かったらうつってしまったという事はおそらく発生するので、そういう場合は専門の医療機関をかかえているところでないと預かれないという制度設定になっているはず。
市には現在そういう制度がないので、もし実施するとなればある程度の病状の制限はされないと成り立たない事業だとは思う。

○Ｓ委員　
Ａ市のＢ病院とかがと言ったが、市内某病院の中にも（看護師さんが対象だと思うが）保育所はある。そういうところに市のほうでお願いして、少しお金を出して預かっていただくということはできないのか。市内Ｄ病院は県立であるので詳細等わからないが、Ｄ病院の中にも保育所はあると聞いた。そういうことは難しいのか。
→事務局　
以前、病児・病後児保育の実施ということで、某病院に行ってお願いしたが、保育所が大きい一軒家（借家）ではなく、その時点では「看護師の子どもでいっぱいであり、拡張すれば受けられるが、今の状態では受けられない」と回答されてしまった。難しいということで他の方法を探っていた。

先ほど県立Ｄ病院の話が出たので、先日県の会議で、県の担当者に質問をした。

今の施設の大きさと看護師の数からいくと、安曇野市を引き受けると他自治体からも要望がということも含めてだと思うが、今の施設と人員の状況では受けられない。現状では無理であるという回答だった。

もう一つ、子どもの具合が悪ければ本来は保護者、特にお母さんが自分でみたいというのがあると思うが、その時に大企業であれば家族の助け合い休暇でＯＫですよとか、中小企業では、そんなに出て来られないなら明日から来なくていいよと言われてしまうと雑談の中であった。ではそれについて中小企業を直接支援して育休ではないが、療養休暇とか、家族の助け合いを働き方として何とかしてほしいということができるのかどうか。それは難しいということだった。
おそらく市で、いつ出るか出ないかわからないという状況に、看護師も何人か用意しておいて、さあという時にはお願いするという体制をとっておくとか、そういった費用を投入する費用対効果の部分でどうなのかということも考えていかないといけないと思うし、雑談で出た「社会としてこうあるべきではないか」というのをこれからどうやって進めていくのかということも難しいところだというのも確かにあった。

病児・病後児保育について、この事業計画では病院や市直営の専用施設ができるまで仮にファミリー・サポート、という書き方をしてあるが、ファミリー・サポートはなかなか難しい。もしそうであればファミリー・サポートというところは外さざるを得ないと思う。だけど、インフルエンザにかっている人は無理だが、治ってある程度の人なら預かれるというなら病後児保育でいけると思う。そういう意味で、ファミリー・サポートで一応対応できるものは対応をお願いしたい。基本は病院とかそういう施設でやっていくという方向を出していくということ。ファミリー・サポートがメインではないということになれば、それしか仕方がないと思う。ただ、これは先ほど言ったようにどこまで何をやるのかと、Ａ市の病院の数とか状況と違う部分もあるからどこまでできるのかをもう少し検討しなければいけないが、専用施設また病院というのを一番にもってきて、二番にファミリー・サポートをもってくるという入れ替えでいくしかないのかと思う。

○Ｑ委員　
実際、病児・病後児については、継続して行っていく。負担の軽減とか、利用が促進するように財政支援となると…実質的に毎年緊急サポートは増えてはいる。頑張って対応しているがこういうことがくっつくとさらに安易にファミ・サポに来ることは…よくないのでは。病児・病後児だけに負担を軽減して利用しやすいようにするということはあえてやってほしくない。それよりも、病児・病後児ではなくて、普通に働くのに困っているが預けられない人がいる。普通のファミ・サポの中で、要綱を変えていただいていることもあるが、そういう人の軽減を先にしてほしいと現場としては思う。専用施設の実施が一番お母さんにとっても預ける方にとっても安心だと思う。ファミリー・サポートは今ある病児・病後児の預かりを継続していくというところで考えてもらえれば。

→事務局　
委託事業で要綱を改正していく中で検討したいのと、実際受けていただいている社協とも調整をさせていただきたいが、実際に働いていて預けないといけないお母さんたちは、保育事業の充実のほうで受けるので逆にいうと減っていく。

○Ｑ委員　
例えば、生活が苦しくて夜働かないといけないという人が高くて預けられない。そういう部分を言っている。
→事務局　
ファミ・サポの要綱改正については、生活困窮者とか所得が少ない人についての軽減措置を含めた中で検討してほしいという現場から話があって、市でも考えるということと、実際の要綱的なものと運用がズレていたので、それを改善しようということで始めている。その草案ぐらいまでできているが、その中に病児・病後児の関係を入れていこうと考えていたのでそれは調整させていただくが、いずれにしても今ある病児・病後児の預かりを含めて病児・病後児保育ということで検討させていただきたい。方向性のところで順番を変えて、負担軽減利用促進子育て支援ということ自体はＯＫであると思うが、現状の市の状況をふまえてお話をさせていただきたいと思う。

○会長　

11の事業については順番を変えることと、それから補助金については消してということでまとめさせていただいて良いか。

○Ｔ委員　
補助金というのは消してしまってよいのか。
○Ｕ委員　
そもそも「現在実施していない」となっているが、ファミリー・サポート・センターのほうでは「実施している」。という解釈になっている。今後、市として病後児保育を実施するということになるのか…曖昧のまま話は進んでしまっている。

→事務局　
病児・病後児保育自体は、現在保育所で保育している子どもを対象としている事業となる。では病児の時に別だてでファミ・サポに預けるというのは今までのファミリー・サポートの病児・病後児の扱い事業としてやってきたが、保育所に行っている子どもは、病気の時にはみられない。だから勝手に「あなたはファミ・サポに契約してください」というわけにはいかない、というのがこの事業。
したがって、保育所に来ている子どもが病気になった時に、ではその子どもをどこでみるか、というのを現状では別の施設でとなっていないし、ファミ・サポに預けるにしてもそれは個人の契約でやってくださいという話になるので、その辺りを市としては保育を受けている子ども、これからは施設型保育を急募する子どもについての措置をどこかでしなければいけない。この負担軽減というのは利用者が二重に払うということになる。もし保育所に預けていて保育料をいただいている子どもが、ファミ・サポへ行き、ファミ・サポの料金を払って病後児保育をしていただくとなると、二重に負担金を払うことになるので、その費用は市が負担するということを「負担の軽減」として考えている。保育事業としてのファミリー・サポートの利用というのを実施していきたいと考えているが、現状からして病児はちょっと無理だし、病後児もこれでは大勢になったら無理だという話がくると、他のファミリー・サポート事業自体の充実の中に含めていくのか、この中でやるのかそのへんは曖昧になってしまうかもしれないが、そういう意味でのこの保育事業に対するファミ・サポの関わり方ということで捉えていただきたい。病児・病後児の保育事業を市としてはやらなければいけない、やりなさいというのが今回の事業計画なので、何らかの形でやっていく。やっていきたいので、その方策の一つとしてファミ・サポの病児の預かりを利用していくことを考えて、それに対する利用者負担を市が利用した保護者にどう負担するかということを考えていかなければいけない。それが補助金なのか、直接ファミ・サポにお金をやるのか、委託するのかというところだが、それについても、病状の制限ではないが、そのへんはふまえた中で調整はさせていただきたい。ただ、保育事業としての取扱いをしていきたいというのがこの事業。

○会長　

それでは、病院委託、専用施設を１番のほうに、ファミリー・サポート・センターについてはまた協議をして順番を変え、書き加えていただくということでも良いか。

→事務局　
11番については、もう少し整理したほうがいいと思う。順番等を含めて整理をして分かりやすくということで納得された上で進めたい。

○Ｕ委員　
もう一度確認したいが、国の方針として実施をしなければいけない、保育のほうとして病後児保育を何らかの形で市としてやらなければいけないということか。

→事務局　
いけないのではなくて、基本13事業の中にこの事業があるので要望、ニーズがあれば実施する。一方、ニーズがなければ実施しなくてよい、ということだ。

現実的には実施しなさいといわれるが、国としてはニーズがあるものは実施しなさい、この他にも何か特別なニーズがあれば実施なさい、それは市の裁量に任せるとなっているので、現実的には何らかの形で施策を決めて受入れ体制を整えていかないといけないと考えている。

○会長　

では、11を除いて、９、10の事業について「量の見込み」及び「確保内容」の数値について、事務局案を採用してもよろしいかどうか、採決に入りたい。

→事務局　
10の一番最後については、11Ｐにある部分「幼稚園での預かり保育」というニーズについて、この部分はまだ調整できていないので、宿題として持ち帰らせていただいてまた提案をさせていただきたい。

○会長　採決

では、10は調整中、11は今後の検討ということ、９のみについて採決をしたい。事務局案を採用しても良いか。

■「９.延長保育事業」について　→　採用

■「10.一時預かり事業」について　→　調整

■「11.病児・病後児保育事業」について　→　検討

　　　　　

○会長　

続いて議案②「新制度にかかる条例検討等」について、事務局から説明を。

○事務局　

　議案②　新制度にかかる条例案について（説明：事務局）
別紙資料２参照（当日配布）

　　　　　
○会長　

新制度に移行するにあたり必要な条例の制定などについて、大変難しい内容になっているが、現在の状況を報告いただいた。今後についても、この会議で諮る必要のある場合にお示しいただくということでお願いしたい。

○Ⅴ委員　
説明のあった21Ｐについて、職員の資格の中に教員免許を有するものというふうに書いてあるが、教員免許更新制度が施行されているので、採用に当たって、あるいは文書のところにそのような文言があるといいと思う。５、６年前までは、教員免許は永久的な免許だったが、免許更新制度が施行されてからは教員免許を持っているから教員の資格があるということではなくなっているので、既に現場から退かれて、制度が動いていることを知らなくて、ここへ応募されてきた方については、免許が失効されてしまっている方もいますので、その辺りを十分に考慮する必要がある。となればこのへんに何かそれに従った文言が必要かと思い発言した。

○会長　

それでは、本日最後となります議案③「今後の審議内容及びスケジュール」について、事務局から説明を。

○事務局　

議案③　今後の審議内容及びスケジュール（説明：事務局）

　　　　　　別紙資料３参照（当日配布）

○会長　質疑応答の提案　

本日の審議内容全般に関して、何かご質問・ご意見等あれば挙手を。

○Ｗ委員　
次回の中間報告のところに、全体に関わるようなところも添えていただけるという話があった。本日は事業ごとに審議をしたが、今後事業を推進していくにあたり、計画全体についても見せていただければありがたい。特に、各事業内部での連携、事業間での連携だとかそういうことがかなり問題になっていると思う。例えば「７．放課後児童クラブ事業」については、福祉部と教育部との連携がかなり複雑になってくる。単独の事業ではなく、事業全体を進めていく上で、事業内部・互いの事業の連携についてどのような形で配慮していくのかということも、計画書内に盛り込んでいただければありがたい。
もう一つ。スタートして５年だが、５年のうちにどこかで事業の振り返りをしていただきたいと思う。以前、事業開始したがその後の経過を検証していなかった、または予算執行についても予算化したが執行できなかったというようなことがあったようだ。

例えば、３年なら３年一区切り等、各事業を必ずどこかで見返す必要があると感じている。ぜひお願いしたい。
→事務局　
今回は委員の皆さんに計画案の一部について集中的にご審議いただいた。

市の事業計画として最終形にしていく段階では、全体像も含めて作成していく。

今回は国の方針に基づき、各自治体は限られた厳しい時間の中で事業計画の策定を求められているとう背景もあり、その中に市の実情としてはこうだからこれを特にという言い方になると思う。そういったまとめ方をして最終的に計画としていきたい。
本事業計画の期間は５年間であるので、現在は５年後のあるべき姿を目指して、不足しているものがあれば、それをどのように補充していくのかも含めて計画を立てているところである。
正直なところ私共も各事業を手探りで進めている状態である。子ども・子育て会議委員の皆さまには、計画策定後も、事業展開についてチェック・確認していただきたいと思っている。意見をいただき、必要であれば見直し等のご意見もぜひお寄せいただきたい。
　　（６）　閉　会
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